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2005年版中小企業白書の特徴

中小企業白書のポイント中小企業白書のポイント 中小企業白書のポイント 

構成と特色 

第1部 

◎非製造業や小規模企業を中心に弱い動きが見られる中小企業の業況を分析 

◎人口減少等の社会と経済の構造変化の中での中小企業の活力を分析 

第2部・第3部 

　課題1 マーケットの変化と中小企業の経営革新 

・グローバル化、内外の人口動態等を背景に海外市場の重要性が上昇 

・下請けの減少、ヒット商品の短寿命化等で販路開拓の重要性が上昇 

・独自性を活かした研究開発、ブランド力強化等の高付加価値化が課題等の、経営者のリー

ダーシップの発揮による経営革新に向けた課題を分析。 

　課題2 中小企業の経営革新等を支える金融 

金融環境の変化の中で進展するリレーションシップバンキングの円滑化に向けた課題を分

析。不動産担保に頼らない融資、市場型間接金融等の中小企業の資金調達手段の多様化の状

況を分析し、併せて、自己資本比率向上の方途を探る。 

　課題3 中小企業と地域再生のあり方 

地方で人口減少が本格化する中で、地域再生に向けコンパクトなまちづくりが重要な課

題。中心市街地と商業集積の活性化の課題について内外比較を含め分析。併せて、地域中小

企業再生支援協議会の活動状況等を分析。 

　課題4 日本社会の構造変化と中小企業の活力 

人口減少社会の到来等の社会の変化の中で、労働力人口の下支えの観点からの高齢者と女

性の活用、若年者の雇用状況の改善等が重要課題。少子化対策の観点からは、女性の就業と

出産・育児の両立等が重要。これら社会的要請に沿う形で、中小企業にはSOHO等の自営業

を含め多様な就業機会を提供することが期待されることを分析。雇用創出や生産性向上に重

要な開業率が低下する背景等について、就業行動との関連で分析し、中小企業が日本社会の

活力の源泉として機能する上での課題を明らかにする。 
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中小企業白書のポイント中小企業白書のポイント 中小企業白書のポイント 

第1部

中小企業の景気動向

○輸出主導の回復局面であることを反映して、中小製造業の出荷は輸出向けが強く、

国内向けは弱い。

○中小企業の景況には、非製造業や小規模企業を中心に、弱い動きが見られる。
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中小企業白書のポイント中小企業白書のポイント 中小企業白書のポイント 

○豪雨と大地震の被害を受けた新潟県では、鉱工業生産指数にも影響が現れた。

○中小企業の倒産件数は、91年以来の低水準。
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中小企業白書のポイント中小企業白書のポイント 中小企業白書のポイント 

経済構造の変化と中小企業の経営革新

○グローバル化の進展に伴い、多くの中小製造業が海外製品との競合を意識。

○我が国の経済・産業構造の活性化に向け、中小企業の役割は大きい。

第2部─第1章
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中小企業白書のポイント中小企業白書のポイント 中小企業白書のポイント 

１.７ 

○消費構造の変化等により売れ筋商品の短命化が進展。こうした中、業種・業態の転

換を含め10年前と主力事業・主力商品の変更を行った企業が約5割に上る。

○人口動態等の違いから、今後我が国以外の東アジア諸国等が成長市場の中心になる

と見込まれる。
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中小企業白書のポイント中小企業白書のポイント 中小企業白書のポイント 

○下請構造の変化等により、新たな中小企業の連携等が進展。
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中小企業白書のポイント中小企業白書のポイント 中小企業白書のポイント 

○特に、中小企業が各々の「強み」を持ち寄り、不足する経営資源を相互補完する連

携活動は、平均的な経営革新活動より効果が大きい。

○広く普及している取組も成長に効果があるが、「新規性の高い経営革新」は、より大

きな成果をもたらす。
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中小企業白書のポイント中小企業白書のポイント 中小企業白書のポイント 

○小規模企業でも約4割が「自社ブランド」を持っており、その価値を高めることが

課題。

○「自社ブランド」の活用は、中小企業にとって、価格競争の回避、売上増加等の効

果をもたらしている。
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中小企業白書のポイント中小企業白書のポイント 中小企業白書のポイント 

多様な資金調達手段のあり方

○中小企業向け貸出と地価の関係に変化の兆しがある。

○中小企業の借入依存度が高い一方で、中小企業向けの貸出残高は、伸び悩みを示し

ている。この中で、政府系中小企業金融機関の貸出残高は一定で推移。

第2部─第2章
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中小企業白書のポイント中小企業白書のポイント 中小企業白書のポイント 

○信用保証制度は、中小企業の資金調達に大きな役割を果たしている。保証付き融資

のみの利用が多い現状は、金融機関との連携による適切な審査や支援に向けて改善

の余地がある。

○定性面を重視するリレーションシップ・バンキングが進展。これに応じて、中小企

業から金融機関に、信頼性の高い計算書類や代表者の資質、技術力といった情報等

を提供することが肝要。
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中小企業白書のポイント中小企業白書のポイント 中小企業白書のポイント 

○CLOは認知されれば、中小企業へさらに普及する可能性。
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中小企業白書のポイント中小企業白書のポイント 中小企業白書のポイント 

地域経済と中小企業

○多くの地域では、製造業事業所数や出荷額が減少傾向にあり、特に、地域内の取引

を減少させている企業が多い。

○地域経済は活力ある中小企業により支えられている。立地選定に際し、大企業が市

場との近接性や原材料入手の便を重視するのに比して、中小企業が関連企業との近

接性を重視する程度は低下しておらず、地域における産業集積は中小企業の活性化

に一定の貢献。

第2部─第3章
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中小企業白書のポイント中小企業白書のポイント 中小企業白書のポイント 

○中小企業再生支援協議会には、金融機関を含めた調整機能が期待されている。また、

再生手法は多様なものが活用されるようになっている。

○地域経済の疲弊を食い止めるためには、個々の企業の再活性化が不可欠であり、地

域雇用確保の意義も大きい。
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中小企業白書のポイント中小企業白書のポイント 中小企業白書のポイント 

中心市街地と商業の活性化

○各種都市機能と人口の中心部への集積を目指すコンパクトなまちづくりは、自治体

の財政コスト削減にも一定の貢献。

○住宅、オフィス、公共施設、商業施設等の都市機能を集積させ、人々の賑わいが生

まれるようなコンパクトなまちづくりと、消費者ニーズを的確に汲み上げるための

中小企業の不断の努力が、地域活性化の一つの方策。
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中小企業白書のポイント中小企業白書のポイント 中小企業白書のポイント 

○中心市街地は、消費者にとって買物場所である以上に意義のあるものであり、まち

の顔や文化を生み出す場として魅力ある存在となっている。
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中小企業白書のポイント中小企業白書のポイント 中小企業白書のポイント 

日本社会の変化による諸課題

○高水準で推移する若年失業率は、将来の我が国の社会経済基盤に関わる大きな課題

となっている。

○2007年から総人口が減少に転じ、中長期的な経済社会の活力維持が課題になる。

第3部
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中小企業白書のポイント中小企業白書のポイント 中小企業白書のポイント 

○女性の就業継続と、出産・育児との両立が可能となるような職場のあり方や社会の

支援等を工夫していくことが重要。

○高齢者の雇用拡大は、特に、団塊世代の多い製造業では、製造現場の技能承継とい

う観点からも大きな課題となり得る。
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中小企業白書のポイント中小企業白書のポイント 中小企業白書のポイント 

中小企業の果たす役割

○中小企業では、高齢者の就業継続が比較的容易に行われている。

○中小企業は、女性や高齢者に雇用の機会を与え、労働力率を高めることに貢献。
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中小企業白書のポイント中小企業白書のポイント 中小企業白書のポイント 

○中小企業はフリーターが正社員として就業する際の雇用の受け皿となっている。

○中小企業で働く女性の方が、出産後も継続して就業する割合が高く、中小企業は、

女性の育児・就業の両立に貢献していると言える。
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中小企業白書のポイント中小企業白書のポイント 中小企業白書のポイント 

創業活動と自営業層の構造的停滞の要因と課題
○事業所の新設は、雇用創出に大きな役割を果たしている。

○このように、中小企業は、高齢者、女性、若年層の労働力率を高めることに大いに

貢献し得るもの。他方、中小企業には、雇用者の教育のための金銭的余裕がない企

業が多く、支援が望まれる。
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中小企業白書のポイント中小企業白書のポイント 中小企業白書のポイント 

○開業率低迷の背景には、GDP成長率の低下と事業者対被雇用者収入比率の低迷が

存在。

○近年開業率が低下し、廃業率を下回っている。
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中小企業白書のポイント中小企業白書のポイント 中小企業白書のポイント 

○開業率低迷を人的な面から見ると、近年、雇用者のリスク回避志向の高まり等を反

映して、自営業者数が大きく減少。特に、20～ 40代の中堅層から自営業主への流入

がこのところ大きく減少。高齢者には依然として一定の開業意欲がある。
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中小企業白書のポイント中小企業白書のポイント 中小企業白書のポイント 

○法人形態を含む米国の自営業者は、労働力人口と同様に増加傾向。

○団塊世代前後に、自営業主になりやすい世代があるのに対し、若年世代は現在のと

ころ独立回避の傾向が見られる。
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中小企業白書のポイント中小企業白書のポイント 中小企業白書のポイント 

創業活動等と各種制度
○最低資本金の引き下げや、賃金等根保証制度の見直し等は、開業によるリスクを引

き下げることが期待される。

○給与の高い雇用者にとっては、開業に伴う機会費用が大きいが、女性の社会進出の

本格化は、開業意欲を高める可能性がある。
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中小企業白書のポイント中小企業白書のポイント 中小企業白書のポイント 

まとめ  日本社会の構造変化と中小企業者の活力 

　構造変化の中での成長力確保 

・人口減少等の社会と経済の構造変化の下で今後も成長力を確保していくには、経済

再生を担う多様な産業群を形成し、イノベーションと需要の好循環を持続していく

ことが重要。 

・中小企業の経営革新は、先端分野から地域市場まで、新市場開拓と生産性向上に寄

与し、経済成長に貢献。特に、経営者のリーダーシップの発揮が重要。 

・経営革新を支える資金供給については、リレーションシップバンキングを実効性あ

るものとし、不動産担保に頼らない融資をさらに進める等の取り組みが必要。 

　人材活用での中小企業の役割 

・今後重要な高齢者、女性、若年者の活用において、中小企業は大きく貢献。 

・中小企業の人材獲得におけるミスマッチの解消、人材育成への支援、事業承継の円

滑化等が重要。 

　地域再生と中小企業 

・地方で人口減少が本格化する中では、地方社会の基盤となる都市の再生や、独自の

技術を有する産業集積の再活性化等が重要。 

・コンパクトなまちづくりはこの観点から重要な課題。中心市街地と商業集積の活性

化に地域自らも主体的に取り組んでいくことが必要。 

　開業活動と雇用創出の活性化　 

・マクロ経済の低迷と中堅層のリスク回避志向の高まり等から、自営業者への新規参

入が大きく減少。産業構造の高度化を実現する雇用創出や、市場の活性化に大きな

役割を果たす開業活動の活発化が重要な課題。 

・雇用形態と自営形態の間を含め、社会における人材の流動化が進むよう各種条件整

備を進め、リスクに挑戦する者が報われる環境を整えることが課題。 
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石川県産業革新戦略の概要石川県産業革新戦略の概要 石川県産業革新戦略の概要 

石川県産業革新戦略の概要
1．策定課程

2．革新戦略策定に当たっての基本姿勢
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石川県産業革新戦略の概要石川県産業革新戦略の概要 石川県産業革新戦略の概要 

3．戦略策定の背景

4．地域間競争を勝ち抜くための本県の強みと課題
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石川県産業革新戦略の概要石川県産業革新戦略の概要 石川県産業革新戦略の概要 

5－ 1．戦略の構造

5－2．戦略推進体系
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石川県産業革新戦略の概要石川県産業革新戦略の概要 石川県産業革新戦略の概要 

6－ 1．3つの石川ブランドの連携新産業①

6－2．3つの石川ブランドの連携新産業②
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石川県産業革新戦略の概要石川県産業革新戦略の概要 石川県産業革新戦略の概要 

6－ 3．3つの石川ブランドの連携新産業③

6－4．連携新産業創造を目指す一貫した支援体系の構築
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石川県産業革新戦略の概要石川県産業革新戦略の概要 石川県産業革新戦略の概要 

6－ 5．次世代型企業育成プログラム

7．戦略的企業誘致の推進
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石川県産業革新戦略の概要石川県産業革新戦略の概要 石川県産業革新戦略の概要 

8．産業人材の総合的育成・確保プログラム

9．推進体制の整備
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石川県産業革新戦略の概要石川県産業革新戦略の概要 石川県産業革新戦略の概要 

10．戦略の展開

11．石川地域経済圏の構築
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石川県産業革新戦略の概要石川県産業革新戦略の概要 石川県産業革新戦略の概要 

12．中間報告以降の見直し内容
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中央会からのお知らせ中央会からのお知らせ 中央会からのお知らせ 

円滑な総会運営に向けて
召集から決議までの留意点

理事長が理事会の議決を経て行う

総会の時期。一般的に、定款で事業年度終了後の２カ月以内に開催することが定められていま

す。

その招集者は理事長ですが、理事会の議決を経て行わなければならない点に注意が必要です。

理事会の決定を経ずに理事長が独断で招集した総会は一応有効に成立しますが、その総会の議決

は取消しの訴えの対象となるためです。

総会の招集は、会日の10日までに会議の議案を示し、定款の定めた方法に従い通知します。こ

れには議案のほか会議の日時、場所を付記し、さらに組合員に書面議決や代理人による議決権の

行使が認められている関係上、議案の中身や決算関係書類も添付できれば完璧です。

また、通知は開催日の10日までに相手方に届くよう配慮することが必要です。

万が一、定款違反をした場合には、その総会の議決は取り消しの訴えの対象となり得ることか

ら慎重に扱います。

法定と任意の議決事項

総会の議決事項。これは法定議決事項と任意議決事項があります。（表１）

前者は組合の最高意思決定機関として、①定款変更②規約などの設定、変更または廃止③予算

及び事業計画の設定、変更④経費の賦課及び徴収方法―を義務付けている。また、このほか組合

員の除名や役員選任、役員のリコール、組合の合併や解散なども総会決議が必要で、理事会での

決議はできません。

気をつけたいのが、④経費の賦課について。この賦課金については、徴収基準や徴収方法を毎

年決めなければならなりません。仮に昨年同様といえども、具体的な説明を付することが必要で

●総会の議決事項

●総会の招集

任意議決事項 法定議決事項 
普 通 議 決 普通議決 特別議決 

①定款の変更 
②組合員の除名 
③組合の解散 
④組合の合併 

①規約の設定、変更または廃止 
②収支予算および事業計画の設定・変更 
③経費の賦課および徴収の方法 
④決算関係書類の承認 
⑤役員の改選 

①借入金額の最高限度 
②一組合員に対する貸付けまたは 
　債務保証金額の最高限度 
③取引金融機関 
④加入金、加入手数料の額 
⑤手数料、使用料の額 
⑥過怠金 
⑦共同施設と高度化資金の借入 
⑧その他理事会での必要と認める事項 

■表1　総会での主な議決事項 

総 会 で の 主 な 議 決 事 項  
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す。

後者の任意事項とは、定款で総会の議決を必要とするものと定めた事項です。

特別議決は２/３以上の同意

総会の議事は出席者の議決権の過半数で決し、出席者には書面や代理人を含むのは先に述べた

とおりです。可否同数の場合は議長に決定権を与えているのも組合法の特徴です。また、定款変

更や解散・合併、組合員の除名など特別議決事項については、総組合員の半数以上が出席し、そ

の２/３以上の多数によって決まります。

議長は、総会で選任されることになっていますが、組合員であるか否かは問いません。

緊急動議は定款に従う

議案は原則として召集通知書に記載された事項に限られるが、やっかいなのが時に組合員から

発せられる緊急議案です。

緊急議案については、定款参考例で次のように規定されています。

「出席した組合員の２/３以上の同意を得たときに限り、あらかじめ通知のあった事項以外の事

項について議案とすることができる」。

この場合、緊急議案を提案し、その議決に加わることができるのは出席した組合員に限られ、

書面や代理人の議決権はないことに注意してください。また、除名やリコールなど事前に一定の

手続きを要する事項は、緊急議案による決議は許されません。

定款違反や違法事業の決議など

前述したとおり、総会の決議は一定の法的要件を備えて初めて有効に成立します。

例えば、総会召集の手続きや決議の方法、決議の内容などに法令・定款違反があった場合や特

別な利害関係を持つ組合員が議決権を行使した場合などは、決議取消しの訴えの原因となります。

この訴え（原告は組合員または理事、被告は組合）は、決議の日から３ヵ月以内に行われなけれ

ばなりません。

なお、判決の結果、決議が取り消されるとその決議ははじめから

無効とみなされます。

また、決議無効の訴えは、決議の具体的内容そのものが法令に違

反する場合に提起されます。例えば、違法な事業の実施を決議した

り、違法な剰余金処分をした場合などです。この場合、原告は組合

員や理事に限定されず、また、いつでも訴えの提起ができる点で決

議取消しの場合と異なります。

●決議の取消しと無効

中央会からのお知らせ中央会からのお知らせ 中央会からのお知らせ 
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中央会からのお知らせ中央会からのお知らせ 中央会からのお知らせ 
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■
総
会
の
準
備
か
ら
終
了
後
の
手
続
き
ま
で
の
流
れ
（
年
度
末
組
合
事
務
処
理
日
程
表
）

＊
事
業
年
度
が
4/
1
～
3/
31
で
、
総
会
開
催
の
た
め
の
理
事
会
の
日
を
4/
27
と
し
、
総
会
開
催
の
日
を
5/
10
と
設
定
し
た
場
合
の
例
で
す
。
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中央会からのお知らせ中央会からのお知らせ 中央会からのお知らせ 

総会提出書類

剰余金処分や準備金・積立金をチェック

監査は一週間前までに

まず必要なのは、議案資料の作成です。

具体的には、事業報告書、財産目録、貸借対照表、損益計算書、剰余金処分案など。

これらを作成したら理事会で審議し、総会議案として決定します。総会一週間前までに監査を受

け、主たる事務所に備えておく必要があります。

財産目録や事業報告書も必要

以下では、必要書類について注意事項を交えながら説明します。

組合から寄せられる書類の中で、時として不足しているのが財産目録です。貸借対照表と異なり、

文字通り個々の財産の内容を詳細に表示しなければなりません。目録に記載される価額は、貸借対

照表上の帳簿価額を移記し、正味財産額を貸借対照表の自己資本額（資本の部合計）に一致させる

表示方法を一般的にとっています。

不足と言えば、事業報告書もその一つ。これは、業界概況や事業報告、各種会議の開催・参加な

ど、組合の活動状況が記される貴重な資料です。また、組合員数の動向やそれに伴う出資口数の変

動など、事業を行う上でのヒト・モノ・カネの動きや役員の苦労の跡を全組合員に理解をえる唯一

の資料ともいえます。

紛らわしい剰余金処分

次に、決算関係書類で特に気をつけなければならないのが、剰余金処分或いは損失処理の仕方で

す。

剰余金処分に当定款の規定に従って利益準備金・特別積立金・教育情報費用繰越金を計上しなけ

ればなりません。それぞれ毎事業年度の利益剰余金に対し利益準備金は10分の１以上（定款に規定

する額まで）、特別積立金も10分の１以上、教育情報繰越金は20分の１以上引き当てます。

ここで、よく組合から質問を受けるのが、計上基準となる「毎事業年度の利益剰余金」とは、当

期利益なのか当期未処分利益なのかという点です。

経理基準は当期利益をとっていますが、繰越損失がある

場合には未処分利益によるべきとの意見が大勢を占めてい

ます。具体的には、（表２）をご参考ください。（商工組合

や企業組合、協業組合など組合の形態により教育情報費用

繰越金の規定がないなど、協同組合と異なる点があるので、

定款での確認が必要です）。

●税理士任せの落とし穴

●決算関係書類の作成と監査
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準備金、積立金は定款で確認を

また、残念に思うのは、準備金や積立金、繰越金等を定款の規定通り処理していない組合が意外

と多い点です。その結果、補助金等の活用で組合事業に効果的支援を、と思っても定款違反などを

理由に補助対象候補から漏れ

てしまうこともあります。ま

た、組合の表彰の際も定款遵

守が条件となっていることも

あり、各組合で決算書の確認

をお願いします。

「税理士に任せてあるから

大丈夫」という向きもありま

すが、定款を確認していただ

き、組合が税理士とともにチ

ェックをすべき点です。

総会終了後の各種手続き

総会が終われば、行政庁に対する様々な書類の提出が必要です。

以下、提出書類を①届出②認可申請③登記の３項目について説明する。

①届出

届出は、総会終了後に必ず必要な事項です。毎年欠かせないのが「決算関係書類」。「役員変更届」

は、変更のあった年のみ必要で、模範定款上では２年に一度の変更となります。全員留任でも届出

は必要なので注意してください。また、理事長が変更した時に多く見られる住所変更の際も「事務

所移転届」を提出します。

決算書と併せて必要なのが総会議事録です。よく質問されるのが、役員変更時の議事録署名（記名）

人の扱いです。旧役員か新役員か。（表３）で、署名人や議事録記載例などを参考にしてください。

②定款変更は認可申請が必要

総会終了後、行政庁に対して行う認可申請手続といえば「定款変更」です。

ぜひ、定款の一部を変える場合は、理事会で慎重にご審議いただき、その後の総会で議案提出し

ていただきたい。また、前述の通り特別議決事項のため、総組合員の２/３以上の多数によってきま

ります。

●届出・認可・登記事項を確認

中央会からのお知らせ中央会からのお知らせ 中央会からのお知らせ 

項　　目 
剰余金処分案 損失処理案 

　1．当期未処分利益 

  当期未処理損失 

 ①当期利益 

  当期損失 

 ②前期繰越利益 

  前期繰越損失 

　2．余剰金処分額 

 ①利益準備金 

 （10分の1以上） 

 ②特別積立金 

 （10分の1以上） 

 ③教育情報費用繰越金 

 （20分の1以上） 

　3．次期繰越利益 

  次期繰越損失 

Ａ 

180 

－ 

100 

 

80 

 

25 

10 

 

10 

 

5 

 

155 

－ 

Ｂ 

20 

－ 

100 

 

 

△80 

5 

2 

 

2 

 

1 

 

15 

－ 

Ｃ 

0 

－ 

100 

 

 

△100 

 

 

 

 

 

 

 

0 

－ 

Ｄ 

30 

－ 

 

△70 

100 

 

 

 

 

 

 

 

 

30 

－ 

Ｆ 

－ 

△30 

100 

 

 

△130 

 

 

 

 

 

 

 

－ 

△30

Ｅ 

－ 

△20 

 

△70 

50 

 

 

 

 

 

 

 

 

－ 

△20

■表2　剰余金処分の例 
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注意すべき点は、定款変更は行政庁の認可を受けた時点で初めてその効力が発生することです。

つまり、総会の決議時点では旧定款が生きており、例えば認可日以前に新事業を実施した場合など

は定款違反となるので注意が必要です。

また、定款変更の文言が定款参考例を逸脱する場合や行おうとする事業が違法であったり他の行

政庁の許認可が必要であったりする場合などは、当然のことながら定款変更は認可されません。

こうした場合、総会では定款変更が可決されたのに

行政庁の認可がおりずに事実上総会決議が無効となる

可能性も出てきます。

したがって、定款変更についてはその可能性やスケ

ジュール、事前・事後の手続きなどについてあらかじ

め中央会にご相談いただくことをお勧めします。

中央会からのお知らせ中央会からのお知らせ 中央会からのお知らせ 
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③登記

組合実務に関する主な登記事項は「代表理

事の変更登記」です。多くが役員任期を２年

としているので、その都度、変更登記が必要

です。理事会で代表理事が留任した場合でも、

必ず変更登記を済ませなければなりません。

これを何期も怠った結果、法務局より罰金

を科せられた組合もあるので、特に注意して

ください。

また、事務所移転についても、定款変更後

に移転登記が必要です。

そのほか、組合員の加入・脱退に伴う出資総口数や出資総額の変更なども登記事項です。ただし、

出資金の変更は事業年度終了後4週間以内とされているので、例えば3月決算で5月総会を行う組合

の場合、総会前に変更登記を済ませておくことが必要です。

中央会からのお知らせ中央会からのお知らせ 中央会からのお知らせ 
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個別専門相談室開催のご案内

本会では、中小企業が正確な経営情報を獲得し、適切な経営判断を支援するため、組合、

中小企業任意グループ及び公益法人等を対象に、専門家を招聘し、事業運営等の相談に応

ずることを目的とした個別専門相談室を設けておりますのでお気軽にご相談ください。

なお、予約制のため相談希望の方は当日までに本会へご連絡願います。また、予約多数

の場合、相談時間の短縮をお願いする場合がありますので予めご了承下さい。

＊連絡先　　（TEL）０７６－２６７－７７１１

《 日　程 》

《 場　所 》

金沢市鞍月２丁目２０番地

石川県地場産業振興センター新館５階　石川県中小企業団体中央会　会議室

時　　間 開　催　日 

6月13日（月） 

内　　容 専　門　相　談　員 

税理士　坂 井 昭 衛 

弁護士　久 保 雅 史 

10：00～12：00 

13：00～15：007月  8日（金） 

税務・経営相談 

法　律　相　談 
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●日本版デュアルシステムとは…
若年者を一人前の職業人に育てる新たな人材育成プログラムのことで、ひとことで言うと

「働きながら学ぶ、学びながら働く」という制度です（平成16年度より厚生労働省が全国で開始）。

具体的には、企業での実習訓練と、専修学校や公共職業訓練施設等における座学とを組み合わせて行

い、修了時に能力評価を行います。

●企業の皆様へのお誘い…
民間の専修学校等や公共職業訓練施設が訓練生として入学させた若年者を受入れてみませ

んか。職業能力開発についての経験やノウハウが十分にある教育訓練機関が企業の皆様と協

力して訓練計画を策定し、１～３年にわたって座学と実習を並行して実施します。

問い合わせ先：石川県中小企業団体中央会

中央会からのお知らせ中央会からのお知らせ 中央会からのお知らせ 

あなたの会社が求める若い人材をあなたの目で発掘して 
教育訓練機関とともに育ててみませんか 

―日本版デュアルシステム　参加のお誘い― 

学卒未 
就職者 

無業者 

フリーター 

企業における実習訓練（実習・有期パート就労） 

1～3年　並行実施 

教育訓練機関における座学 

あなたの会社が求める即戦力を育成！！ 

能
力
訓
練 

一人前の 
職業人 

企業にはこんなメリットがあります… 
○就職意欲を持った若い人材を比較的容易に確保し、あなたの会社が求める即戦力を育成

することができます 

○実習あるいは有期パート等で能力と適性を見極めて、正規雇用につなげられます 

○企業の繁閑にあわせた要員計画に沿って訓練生を受け入れることにより、訓練を実施し

つつ若いフレッシュな人材を貴重な労働力として活用することができます 

○教育訓練機関で体系的な知識や技能を並行して習得させることにより、企業の訓練コス

トを下げることができます 

○訓練生を戦力化するのと同時に、指導する立場の従業員を育成することができます 

※企業が訓練生を「雇用」という形で受入れて訓練を実施する場合には、立上げ時の費用助成や賃

金・訓練費用助成等の支援策（キャリア形成促進助成金の拡充）が用意されています。 

※キャリア形成促進助成金の支給要件等の詳細については検討中です。 
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65歳継続雇用達成事業のご案内
65歳継続雇用達成事業につきましては、昨年度、各種の事業展開により制度導入の促進へ向け普

及啓蒙活動を行ってきましたが、平成18年 4月 1日施行にともない、事業実施2年目の今年度、制

度導入の促進に向け鋭意活動を行う計画です。

又、昨年実施した「65歳継続雇用達成実態調査」につきまして、ご参考までに調査結果概要につ

いて報告します。

１ 調査の目的
「高年齢者等の雇用の安定等に関する法律」の改正案が成立しました。この改正法によると、65

歳未満の定年を定めている事業者は、「当該定年の引き上げ」、「継続雇用制度の導入」、「当該定年

の定めの廃止」のいずれかの措置を講じなければなりません。又、65歳継続雇用制度導入の施行

日は平成18年 4月 1日からで、段階的に引上げ、平成25年 4月 1日から65歳定年制にするもので

す。 この制度導入に向け、各企業の現状を把握することを目的に調査を実施します。

（1）調査対象企業 ……………金沢市及び金沢市近辺企業　300社

（2）調査時期 …………………平成16年 8月

（3）調査方法 …………………郵送によるアンケート方式

（4）回収状況 …………………有効回答154社（回収率51.3％）

１ 回答企業の状況について
今回の調査に対して回答のあった企業は、業種別では「機電工業」からの回答が35.0％と最も多

く、次いで「建設土木工業」22.0％、「小売商業」16.0％の順となっている。

また、従業員規模別では「20～ 49人」の階層からの回答が27.3％、次いで「10～ 19人」20.8％

の順となっている。

２ 継続雇用制度について
（1）定年制度

①定年制度の導入状況

有効回答154社のうち92.2％（142社）の企業が定年制度を導入している。定年制度は、ほと

んどの企業で導入されているといえる。

②定年制度の年齢

定年制度を導入している142社のうち97.1％（138社）が一律定年制度を導入しており、一律

定年制度以外の定年制度（早期退職優遇制度、職種別定年制度）を導入している企業は全体の

わずか2.9％（4社）だった。（最低60歳から最高70歳まで：1社、最低60歳から～最高65歳

まで：2社、最低55歳から～最高59歳まで：1社） また、一律定年制度を導入している企業

（138社）の中では、60歳が定年の年齢は128社で、その他の年齢設定は65歳が7社、57歳が1

Ⅱ 調査結果

Ⅰ 調査の概要

中央会からのお知らせ中央会からのお知らせ 中央会からのお知らせ 
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社あった。（無回答2社）

制度の延長または、廃止する具体的予定について　定年制度を導入している 142 社のうち

92.3％（131社）の企業が、具体的な予定がないと回答している。 定年制度の延長または、廃

止する具体的予定がある企業は、5.6％（8社）である。（無回答3社）

（2）継続雇用制度（再雇用制度、勤務延長制度）

①継続雇用制度の導入状況

定年制度ありと回答した142社のうち76.8％（109社）の企業が「継続雇用制度あり」と回答

し、「継続雇用制度ない」と回答した企業は17.6％（25社）となっている。また、継続雇用制度

を「ないが導入検討中」と回答した企業は5.6％（8社）となっている。

導入検討時期については、平成17年頃： 2件、平成18年頃： 2件、平成20年頃： 1件、無

回答：3件となっている。

業種別では、「卸売業」「建設土木工業」に継続雇用制度の導入が多くみられる。また従業員

規模別によっての差異は、あまりみられなかった。

②継続雇用制度適用対象者

継続雇用制度ありと回答した109社のうち、継続雇用制度の対象者として「希望者全員を対

象」と回答した企業は、30.3％（33社）、「あらかじめ就業規則・労使協定等で客観的合理的要

件を定め、これに該当する者を対象」は、8.3 ％（9社）、「事業主が必要と認めたものを対象」

は、61.5％（67社）となっている。

また継続雇用制度の適用者の上限年齢については、「上限あり」が53.2％（58社）で、「上限

なし」が45.0％（49社）になっている。（無回答2社）「上限あり」の中では、上限年齢を65歳

とする企業が52社と多く、60～ 64歳が3社、66歳から70歳が3社あった。

③継続雇用制度の導入の阻害要因

継続雇用制度の導入やその年齢の延長、定年制度の廃止や定年の引き上げ等を検討するとしたと

きの阻害要因として、労働能力の低下、賃金が高いこと、高齢者に適する仕事がないことが多くあ

げられている。その他の意見には、新規採用者が減る、若い社員との人間関係等の意見があった。

（3）高齢者に対する期待や労働者の充足状況

①高齢者に期待する役割や能力

高齢者に期待する役割や能力としては、専門的な知識や技能、誠実な勤務態度、若手社員に

対する模範や教育などが多くあげられている。

②労働者の充足状況

有効回答154社のうち、企業の労働者の充足状況は、「過剰ぎみ」が17.5％（27社）、「適正」

が60.4％（93社）、「不足ぎみ」が21.4％（33社）となっている。

「過剰ぎみ」と答えた27社のうち、過剰ぎみの年代は、「年齢にかかわらず」が48.1％（13社）

で、「40～ 50代」が44.4％（12社）、「10～ 30代」が3.7％（1社）、「60代以上」が3.7％（1社）

となっている。

「不足ぎみ」と答えた33社のうち、不足ぎみの年代は、「10～ 30代」が87.9％（29社）、「年

齢にかかわらず」が9.1％（3社）、「40～ 50代」が3.0％（1社）となっている。

中央会からのお知らせ中央会からのお知らせ 中央会からのお知らせ 
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